
2018年 3月期 第 3四半期決算短信［ＩＦＲＳ］(連結) 
2018年 2月 5日 

（百万円未満四捨五入） 

１． 2018年 3 月期第 3四半期の連結業績（2017 年 4月 1日～2017年 12月 31日） 

(1)連結経営成績（累計）             (％表示は対前年同四半期増減率） 

売 上 高 営業利益 税引前利益 四半期純利益 
親会社の所有者に 

帰属する四半期純利益 

四半期包括利益 

合計額 

百万円 ％ 百万円   ％ 百万円 ％  百万円  ％ 百万円  ％ 百万円 ％ 

2018年 3月期 

第 3四半期 
5,912,166 (  9.0) 316,698 ( 14.9) 313,523 ( 12.6) 211,934 ( △1.0) 200,111（  1.3) 353,245 ( 69.5) 

2017年 3月期 

第 3四半期 
5,422,385 (  －) 275,729 ( －) 278,468 ( －) 214,106 (   －) 197,459（    －) 208,453 ( －) 

基本的１株当たり 

四半期純利益 

希薄化後１株当たり 

四半期純利益 

円  銭 円  銭 

2018年 3月期第 3四半期 85 80 85 75 

2017年 3月期第 3四半期 85 08 85 05 

(2)連結財政状態

２． 配当の状況 

年間配当金 

第１ 

四半期末 

第２ 

四半期末 

第３ 

四半期末 
期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2017年 3月期 － － 10 00 － －  15 00 25 00 

2018年 3月期 － － 10 00 － － 
2018年 3月期（予想） 20 00 30 00 

(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有 

３. 2018年 3月期の連結業績予想（2017年 4 月 1日～2018年 3 月 31日）
（％表示は対前期増減率） 

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有 

上 場 会 社 名 パナソニック株式会社  上場取引所 東証・名証第一部 

コ ー ド 番 号 6752    ＵＲＬ https://www.panasonic.com/jp 

代  表  者 （役職名）代表取締役社長 （氏名） 津賀 一宏 

問合せ先責任者 （役職名）コーポレート戦略本部 財務・ＩＲ部長 （氏名） 中島 美憲 TEL (06)6908-1121 

四半期報告書提出予定日 2018年 2月 14 日 配当支払開始予定日 ― 

四半期決算補足説明資料作成の有無：有 

四半期決算説明会開催の有無 ：有（マスコミ向けおよび証券アナリスト・機関投資家向け） 

資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 

親会社所有者 

帰属持分比率 

百万円 百万円 百万円 ％ 

2018年 3月期第 3四半期 6,374,949 1,926,481 1,747,162 27.4 

2017年 3月期 5,982,961 1,759,935 1,571,889 26.3 

売 上 高 営業利益 税引前利益 
親会社の所有者に 

帰属する当期純利益 

基本的１株当たり 

当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭 

通 期 7,950,000 (8.3) 350,000 (26.5) 345,000 (25.4) 210,000 (40.6) 90  04 



※ 注記事項
(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

除外：１社  （社名）三洋アジア㈱ 
(注)詳細は、「注記」をご覧ください。 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① IFRSにより要求される会計方針の変更

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

② 期末自己株式数

③ 期中平均株式数（四半期累計）

2018年 3月期 

第 3四半期 
2,453,053,497 株 2017年 3月期 2,453,053,497 株 

2018年 3月期 

第 3四半期 
120,709,306 株 2017年 3月期 120,648,723 株 

2018年 3月期 

第 3四半期 
2,332,374,586株 

2017年 3月期 

第 3四半期 
2,320,983,890株 

※ 四半期決算短信は四半期レビューの対象外です
この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。業績予想の前
提となる仮定および業績見通しのご利用にあたっての注意事項等については、＜将来見通しに関するリスク情報＞
をご覧ください。 
決算補足説明資料は 2018 年 2 月 5 日に当社ホームページに掲載いたします。また、当社は同日にマスコミ向け

および証券アナリスト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料について
は、開始後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 

  ： 無 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２０１７年度第３四半期（２０１７年４月１日～１２月３１日）の概況 

 

  (A)経営成績 

 ２０１７年度 

第３四半期 

２０１６年度 

第３四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ５兆９,１２２億円 ５兆４,２２４億円 １０９％ 

営 業 利 益 ３,１６７億円 ２,７５７億円 １１５％ 

税 引 前 利 益 ３,１３５億円 ２,７８５億円 １１３％ 

親会社の所有者に帰属する 

四 半 期 純 利 益 
２,００１億円 １,９７５億円 １０１％ 

２０１７年度第３四半期の世界経済は、米国では堅調な個人消費に加えて設備投資の回復により

好調に推移したほか、中国も各種政策の下支えを受けて着実に回復するなど、景気の持ち直しの動

きがみられました。日本においては、堅調な雇用・所得情勢などを背景に、景気は緩やかに回復し

ました。ただし、先行きについては、地政学的リスクや、新興国経済の悪化、金融市場の変動、各

国の政治・政策動向など依然不確実性がみられます。 

  このような経営環境のもと、当社は２０１７年度において、経営資源を集中する分野を明確にし

ながら増収増益を実現・定着させるための「成長戦略」を推進しております。 

Ｂ２Ｂ事業では、グループ全体のＢ２Ｂ事業成長の中核を担う顧客密着型事業体制の構築を狙い

として、旧ＡＶＣネットワークス社を母体に４月１日付で新しい社内分社「コネクティッドソリュ

ーションズ社」を設立しました。車載事業では、４月に中国大連市の車載用角形電池の新工場が竣

工、また９月にパナソニック液晶ディスプレイ㈱姫路工場において、新たに車載用角形電池の生産

を決定するなど、生産能力の拡大を進めております。１２月には車載用角形電池事業について、ト

ヨタ自動車㈱と協業の可能性を検討することに合意しました。両社は業界ナンバーワンの車載用角

形電池を実現し、トヨタ自動車㈱のみならず、広く自動車メーカーの電動車の普及に貢献すべく、

具体的な協業内容を検討していきます。住宅事業では、１０月の株式併合を通じてパナホーム㈱を

完全子会社とし、２０１８年４月１日付で社名をパナソニック ホームズ㈱に、ブランドを

「Panasonic」に変更します。今後も、グループ全体の経営資源活用を通じたシナジーの実現によ

り、成長戦略を推進してまいります。また、ソーラー事業において、従来のモジュールのみの販売

から、セル単体のデバイス販売を２０１７年度中に開始いたします。モジュール生産体制について

は、２０１８年３月末で滋賀工場の生産を終息するなど、グローバルでの見直しを行います。 

  当第３四半期は、車載・産業向け事業の成長などにより、増収増益を達成しました。 

連結売上高は、５兆９,１２２億円（前年同期比９％増）となりました。国内売上は堅調に推移

し、海外売上は、インフォテインメントや二次電池を含むエナジーなどの車載事業が大きく成長し

たことに加え、フィコサ社・ゼテス社の新規連結および為替の影響もあり、増収となりました。 

  営業利益は、３,１６７億円（前年同期比１５％増）となりました。原材料価格高騰や先行投資

による固定費増加を、オートモーティブやインダストリアルなどの増収によりカバーし、増益とな

りました。また、税引前利益は、３,１３５億円（前年同期比１３％増）、親会社の所有者に帰属

する四半期純利益は、２,００１億円（前年同期比１％増）となりました。 
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 (B)経営成績(セグメント別情報) 

  a.アプライアンス 

 ２０１７年度 

第３四半期 

２０１６年度 

第３四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ２兆１６４億円 １兆９,４６４億円 １０４％ 

営 業 利 益 １,０３３億円 ９９４億円 １０４％ 

  アプライアンスの売上高は、２兆１６４億円（前年同期比４％増）となりました。欧州や中国で

好調なエアコン、日本や中南米で堅調に推移したテレビ、中国やアジアを中心に販売を伸ばした美

容家電などの貢献により、増収となりました。営業利益は、原材料価格高騰などの影響を受けまし

たが、増販益等により、前年同期に比べ増益の１,０３３億円となりました。 

 

  b.エコソリューションズ 

 ２０１７年度 

第３四半期 

２０１６年度 

第３四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 １兆１,７４０億円 １兆１,２３８億円 １０４％ 

営 業 利 益 ４９４億円 ４７２億円 １０５％ 

  エコソリューションズの売上高は、１兆１,７４０億円（前年同期比４％増）となりました。ソ

ーラーの減販はあったものの、国内での販売が好調なハウジングシステム、国内外で増販に転じた

電設資材などにより、増収となりました。営業利益は、原材料価格高騰などの影響を増販益でカバ

ーし、前年同期に比べ増益の４９４億円となりました。 

 

  c.コネクティッドソリューションズ 

 ２０１７年度 

第３四半期 

２０１６年度 

第３四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ８,１２４億円 ７,５５１億円 １０８％ 

営 業 利 益 ７９１億円 ５６３億円 １４０％ 

     コネクティッドソリューションズの売上高は、８,１２４億円（前年同期比８％増）となりまし

た。スマートフォンや自動車・ＩＣＴ業界向け実装機が好調なプロセスオートメーション、ゼテス

社の新規連結に加え国内のパソコンや決済端末が好調なモバイルソリューションズなどにより、増

収となりました。営業利益は、高収益事業であるアビオニクスの減販損の影響があったものの、モ

バイルソリューションズやプロセスオートメーションなどの増販益、メディアエンターテインメン

トの機種構成良化などにより、前年同期に比べ増益の７９１億円となりました。 
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  d.オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ 

 ２０１７年度 

第３四半期 

２０１６年度 

第３四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ２兆７４６億円 １兆７,９４５億円 １１６％ 

営 業 利 益 ６２２億円 ７３１億円 ８５％ 

  オートモーティブ＆インダストリアルシステムズの売上高は、２兆７４６億円（前年同期比  

１６％増）となりました。フィコサ社の新規連結に加え、欧州や北米を中心にインフォテインメン

トシステムが好調なオートモーティブ、車載電池が大きく成長したエナジー、車載・産業向けのデ

バイスが好調なインダストリアルが軒並み増収となりました。営業利益については、増販益があっ

たものの、車載向け先行投資などの固定費増加や、前年に引当金戻入益や事業譲渡益などの一時利

益を計上した影響が大きく、前年同期に比べ減益の６２２億円となりました。 

 

  e.その他 

 ２０１７年度 

第３四半期 

２０１６年度 

第３四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ４,１９１億円 ４,１５７億円 １０１％ 

営 業 利 益 ０億円 △２４億円 － 

  その他セグメントの売上高は、４,１９１億円（前年同期比１％増）となりました。営業利益は、

知財収入の寄与により、前年同期に比べ増益となりました。 

 

(C)財政状態 

  当第３四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは２,６４２億円（前年同期は   

１,３０２億円の増加）となりました。前年同期差の主な要因は、実質的な売上増に伴う運転資金

の増加はありましたが、未払法人所得税の増加や前年に引当金等の大幅な減少があったためです。

投資活動により減少したキャッシュ・フローは３,５３８億円（前年同期は３,４１５億円の減少）

となりました。前年同期差の主な要因は、前年にハスマン社取得のための多額の支出はありました

が、当期に設備投資が増加したためです。この結果、フリーキャッシュ・フローは、マイナス    

８９６億円（前年同期差１,２１７億円の改善）となりました。また、財務活動により減少したキ

ャッシュ・フローは２,０１６億円（前年同期は３,１１９億円の増加）となりました。前年同期差

の主な要因は、パナホーム等の追加取得に加え、前年に総額４,０００億円の普通社債を発行した

ためです。これらに為替変動の影響を加味した結果、当第３四半期末で現金及び現金同等物の残高

は１兆７８億円となり、前年度末に比べ２,６３０億円減少しました。 

  当第３四半期末の総資産は６兆３,７４９億円となり、前年度末に比べ３,９２０億円増加しまし

た。これは、現金及び現金同等物の減少はありましたが、季節要因などによる営業債権および棚卸

資産の増加や、有形固定資産の増加等によるものです。負債は前年度末に比べ２,２５４億円増加

し、４兆４,４８５億円となりました。親会社の所有者に帰属する持分は１兆７,４７２億円となり

ました。親会社の所有者に帰属する四半期純利益の計上などにより、前年度末に比べ１,７５３億

円増加しました。また、親会社の所有者に帰属する持分に非支配持分を加味した資本合計は１兆   

９,２６５億円となりました。 
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（２）２０１７年度通期の見通し 

 

   連結業績見通しの売上高については、ユーロなどの主要通貨において円安に進んだため、為替

換算による影響を織り込み上方修正いたします。営業利益については、材料高騰の影響はあった

ものの、円安による為替影響に加え、固定費削減および法務関連費用の見直し等の収益改善によ

り上方修正いたします。また、親会社の所有者に帰属する当期純利益についても税引前利益の 

増加に加え、法人税等の良化による改善が見込まれるため、以下のとおり修正いたします。 

 

連結業績見通し 

       売 上 高   ７兆９,５００億円 （前年比 １０８％） 

       営 業 利 益     ３,５００億円 （前年比 １２６％） 

        税 引 前 利 益     ３,４５０億円 （前年比 １２５％） 

       親会社の所有者に帰属する当期純利益     ２,１００億円 （前年比 １４１％） 

 

 

＜将来見通しに関するリスク情報＞ 

 本プレスリリースには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。 

本プレスリリースにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該

当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判

断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それら

の要因による影響を受ける恐れがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記

述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大

幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレスリリースの日付後において、将来予想

に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基

づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照ください。 

  なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるもの

ではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご

参照ください。 

 

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向 

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動 

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなどのコストおよび

価格が影響を受ける可能性 

・資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コス

トで投入することができない可能性 

・他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可能性 

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の高い特定の取

引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む） 

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性 

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない） 

・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産など

の非金融資産の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化 

・ネットワークを介した不正アクセス等により、パナソニックグループシステムから顧客情報・機密情報が外部流出する、

あるいはネットワーク接続製品に脆弱性が発見され、多大な対策費用負担が生じる可能性 

・地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に混

乱を与える可能性のある要素 

 

                                       

以 上                                                      
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要約四半期連結財政状態計算書 

（単位：百万円） 

   
２０１７年度第３四半期末  ２０１６年度末  

増 減 
（2017年12月31日現在） （2017年3月31日現在）  

                

  流 動 資 産     3,413,045    3,204,819    208,226  

   現 金 及 び 現 金 同 等 物    1,007,790    1,270,787    △262,997  

   営 業 債 権    1,034,296    847,003    187,293  

   そ の 他 の 金 融 資 産    151,584    143,519    8,065  

   棚 卸 資 産    1,048,112    806,309    241,803  

   そ の 他 の 流 動 資 産    171,263    137,201    34,062  

  非 流 動 資 産     2,961,904    2,778,142    183,762  

   
持 分 法 で 会 計 処 理 
さ れ て い る 投 資    146,853    155,987    △9,134  

   そ の 他 の 金 融 資 産    185,902    161,986    23,916  

   有 形 固 定 資 産    1,445,798    1,323,282    122,516  

   そ の 他 の 非 流 動 資 産    1,183,351    1,136,887    46,464  

 資    産    合    計    6,374,949    5,982,961    391,988  

 

 
               

  流 動 負 債     2,979,793    2,712,063    267,730  

   
短 期 負 債 及 び 
一年以内返済長期負債    190,814    177,038    13,776  

   営 業 債 務    1,134,326    955,965    178,361  

   そ の 他 の 金 融 負 債    345,008    329,625    15,383  

   そ の 他 の 流 動 負 債    1,309,645    1,249,435    60,210  

  非 流 動 負 債     1,468,675    1,510,963    △42,288  

   長 期 負 債    967,126    946,966    20,160  

   そ の 他 の 非 流 動 負 債    501,549    563,997    △62,448  

  負 債 合 計     4,448,468    4,223,026    225,442  

  
親 会 社 の 所 有 者 に 
帰 属 す る 持 分     1,747,162    1,571,889    175,273  

   資 本 金    258,740    258,740    ―  

   資 本 剰 余 金    527,949    636,905    △108,956  

   利 益 剰 余 金    1,241,403    1,051,445    189,958  

   その他の資本の構成要素    △70,270    △164,632    94,362  

   自 己 株 式    △210,660    △210,569    △91  

  非 支 配 持 分     179,319    188,046    △8,727  

  資 本 合 計     1,926,481    1,759,935    166,546  

 負 債 及 び 資 本 合 計    6,374,949    5,982,961    391,988  

 

(注)その他の資本の構成要素の内訳：                            （単位：百万円） 

 ２０１７年度第３四半期末  ２０１６年度末  
増 減 

 (2017年 12月 31日現在) (2017年 3月 31日現在)  

確定給付制度の再測定※  ―   ―    ―  

その他の包括利益を通じて公正 

価値で測定する金融資産 
 57,112   38,716  

 
 18,396  

在外営業活動体の換算差額  △127,051   △203,106    76,055  

キャッシュ・フロー・ヘッジ 

の公正価値の純変動 
 △331   △242  

 
 △89  

※確定給付制度の再測定は、その他の資本の構成要素から直接利益剰余金に振り替えております。 
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要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書 

（要約四半期連結損益計算書） 

（単位：百万円） 

 

 ２０１７年度   ２０１６年度  
前年 

同期比 
2017年 

2017年 

4 

12 

月

月 

1 

31 

日から 

日まで 

2016年 

2016年 

4 

12 

月 

月 

1 

31 

日から 

日まで 

    ％    ％ ％ 

 売 上 高  5,912,166   100.0  5,422,385   100.0  109  

 売 上 原 価  △4,165,937 

 

 

  △70.5  △3,820,149 

 

 

  △70.5    

  売 上 総 利 益  1,746,229 

 

  29.5  1,602,236 

 

  29.5  109  

 販売費及び一般管理費  △1,418,823   △24.0  △1,330,623   △24.5    

 持分法による投資損益  6,504   0.1  5,952   0.1    

 そ の 他 の 損 益  △17,212   △0.2  △1,836   △0.0    

  営 業 利 益   316,698   5.4   275,729   5.1  115  

              

 金 融 収 益  18,136   0.3  18,923   0.3    

 金 融 費 用  △21,311   △0.4  △16,184   △0.3    

  税 引 前 利 益  313,523     5.3  278,468     5.1     113  

              

 法 人 所 得 税 費 用    △101,589   △1.7    △64,362   △1.2    

  四 半 期 純 利 益  211,934   3.6  214,106   3.9     99  

 
四半期純利益の帰属  

            

  親 会 社 の 所 有 者  200,111     3.4  197,459     3.6     101  

  非 支 配 持 分  11,823     0.2  16,647     0.3      71  

(注) １.減価償却実施額(有形)          170,892 百万円 165,576 百万円 

 ２.設備投資の実施額          274,273 百万円 199,320 百万円 

 ３.研 究 開 発 費          340,319 百万円 320,897 百万円 

  ４.従 業 員 数          273,870  人 259,189  人 
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（要約四半期連結包括利益計算書） 

（単位：百万円） 

 

  ２０１７年度    ２０１６年度  
前年 

同期比 
2017年 

2017年 

4 

12 

月 

月 

1 

31 

日から 

日まで 

2016年 

2016年 

4 

12 

月 

月 

1 

31 

日から 

日まで 

              ％ 

 
四 半 期 純 利 益  211,934     214,106     99 

 

 
そ の 他 の 包 括 利 益 

 

 
            

 （純損益に振り替えられる 

ことのない項目） 

 

 

            

  
確 定 給 付 制 度 の 再 測 定 

  
38,788       3,533 

      

  その他の包括利益を通じて 

公正価値で測定する金融資産 
  15,985         1,381       

  計  54,773        4,914       

 （純損益に振り替えられる 

可能性のある項目） 
            

 

  
在外営業活動体の換算差額 

  
  86,343         △9,196 

      

  
キャッシュ･フロー･ヘッジの 

公 正 価 値 の 純 変 動 

  
195       △1,371 

      

  
計 

 
86,538        △10,567      

 

 その他の包括利益 合計 

            (△は損失） 

 

 141,311        △5,653      
 

 
四 半 期 包 括 利 益    353,245       208,453     169 

 

   四 半 期 包 括 利 益 の 帰 属 

 
        

     

 
 親 会 社 の 所 有 者  331,156  

 

 
  197,627  

 

 
 
 

168 
 

 
 非 支 配 持 分  22,089  

 

 
  10,826  

 

 
 
 

204 
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要約四半期連結持分変動計算書 

（単位：百万円） 

２０１７年度 

2017 年 4 月 1 日から  
2017 年 12 月 31 日まで 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

その他の 
資本の 
構成要素 

自己 

株式 

親会社の所
有者に帰属 
する持分 

非支配 

持分 

資本 

合計 

2017年 4月 1日残高 258,740 636,905 1,051,445 △164,632 △210,569 1,571,889 188,046 1,759,935 

四半期包括利益（△は損失）         

四半期純利益 － － 200,111 － － 200,111 11,823 211,934 

確定給付制度の再測定 － － － 38,869 － 38,869 △81 38,788 

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産 

－ － － 15,930 － 15,930 55 15,985 

在外営業活動体の換算差額 － － － 76,055 － 76,055 10,288 86,343 

キャッシュ･フロー･ヘッジの
公正価値の純変動 

－ － － 191 － 191 4 195 

四半期包括利益合計 － － 200,111 131,045 － 331,156 22,089 353,245 

その他の資本の構成要素から 
利益剰余金への振替 

－ － 48,157 △48,157 － － － － 

配当金 － － △58,310 － － △58,310 △16,583 △74,893 

自己株式増減－純額 － △0 － － △91 △91 － △91 

非支配持分との取引等 － △108,956 － 11,474 － △97,482 △14,233 △111,715 

2017年 12月 31日残高 258,740 527,949 1,241,403 △70,270 △210,660 1,747,162 179,319 1,926,481 

 

（単位：百万円） 

２０１６年度 

2016 年 4 月 1 日から  
2016 年 12 月 31 日まで 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

その他の 
資本の 
構成要素 

自己 

株式 

親会社の所
有者に帰属 
する持分 

非支配 

持分 

資本 

合計 

2016年 4月 1日残高 258,740 645,949 878,208 △107,922 △230,533 1,444,442 202,791 1,647,233 

四半期包括利益（△は損失）         

四半期純利益 － － 197,459 － － 197,459 16,647 214,106 

確定給付制度の再測定 － － － 3,577 － 3,577 △44 3,533 

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産 

－ － － 1,365 － 1,365 16 1,381 

在外営業活動体の換算差額 － － － △3,348 － △3,348 △5,848 △9,196 

キャッシュ･フロー･ヘッジの
公正価値の純変動 

－ － － △1,426 － △1,426 55 △1,371 

四半期包括利益合計 － － 197,459 168 － 197,627 10,826 208,453 

その他の資本の構成要素から 
利益剰余金への振替 

－ － 3,728 △3,728 － － － － 

配当金 － － △58,025 － － △58,025 △12,779 △70,804 

自己株式増減－純額 － △1 － － △31 △32 － △32 

非支配持分との取引等 － 907 － 151 － 1,058 469 1,527 

新会計基準適用による 
累積的影響額 

－ － 9,032 △9,372 － △340 － △340 

2016年 12月 31日残高 258,740 646,855 1,030,402 △120,703 △230,564 1,584,730 201,307 1,786,037 
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要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書  

                                 (単位：百万円) 

 

２０１７年度 

2017 年 4 月 1 日から 

2017 年 12 月 31 日まで 

２０１６年度 

2016 年 4 月 1 日から 

2016 年 12 月 31 日まで 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー      

１.四半期純利益  211,934   214,106  

２.営業活動によるキャッシュ・フローへの調整       

(１)減 価 償 却 費 及 び 償 却 費  216,725   198,154  

(２)営 業 債 権 の 増 減 額  (△ は 増 加 )  △128,796   △116,366  

(３)棚 卸 資 産 の 増 減 額  (△ は 増 加 )  △199,208   △68,537  

(４)営 業 債 務 の 増 減 額  (△ は 減 少 )  119,522   42,071  

(５)そ の 他                44,007   △139,181  

計  264,184   130,247  

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー                         

１.有 形 固 定 資 産 の 取 得  △290,410   △205,219  

２.有 形 固 定 資 産 の 売 却  18,838   29,534  

３.持分法投資及びその他の金融資産の取得  △16,814   △16,684  

４.持分法投資及びその他の金融資産の売却及び償還  7,518    15,753  

５.そ の 他                △72,925   △164,914  

計  △353,793   △341,530  

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー       

１.短 期 債 務 の 増 減 額  (△ は 減 少 )   2,862   4,867  

２.長 期 債 務 の 増 減 額  (△ は 減 少 )    △6,979   352,493  

３.親会社の所有者への配当金の支払額   △58,310   △58,025  

４.非支配持分への配当金の支払額  △16,583   △12,779  

５.自 己 株 式 の 増 減 額  (△ は 増 加 )   △91   △32  

６.そ の 他  △122,471   25,389  

計  △201,572   311,913  

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額  28,184   29,681  

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額     (△ は 減 少 )  △262,997   130,311  

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高     1,270,787      1,012,666  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高     1,007,790      1,142,977     
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(注記) 

 

1. 2017 年 4 月１日付で、ＡＶＣネットワークス社を母体に組織再編を行い、新しい社内分社で

ある「コネクティッドソリューションズ社」を設立しました。これに伴い、2017 年度よりセ

グメント名称を「ＡＶＣネットワークス」から「コネクティッドソリューションズ」に変更

しております。 

 

2. 2017 年 4 月１日付で、当社 100％出資の連結子会社であるパナソニック システムネットワー

クス㈱は、B2B ソリューション関連事業を吸収分割により当社に承継させるとともに、パナソニッ

ク システムソリューションズ ジャパン㈱に社名変更しました。 

 

3. 2017 年 4 月 3 日に当社の特定子会社である三洋アジア㈱は、パナソニック アジアパシフィック㈱

を吸収合併存続会社とする吸収合併により消滅したため、当社の特定子会社から除外しております。 

 

4. 2017 年 4 月に、当社は持分法適用会社のフィコサ・インターナショナル㈱を連結子会社化す

るための諸条件が整ったことに伴い、同社を連結子会社としました。なお、所定の手続きを

経て 7 月に発行済株式総数の 20％の追加取得が完了した結果、同社に対する持分比率は 69％

となりました。 

 

5. 2017 年 4 月に、当社は欧州において物流・人物認証ソリューション事業を展開するゼテス・

インダストリーズ S.A.株式の 56.66％（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合）を取

得し、同社を連結子会社としました。その後、ベルギー法に基づく義務的公開買付けを実施

した結果、6 月に発行済株式の 95％以上を保有するに至ったため、7 月にスクイーズアウト手

続きを行い、発行済株式の 100％取得を完了しました。 

 

6. 当社は、2017 年 4 月 21 日開催の取締役会において、パナホーム㈱の普通株式を金融商品取引

法に基づく公開買付けにより取得することを決議しました。当該取締役会決議に基づき、2017

年 4 月 28 日から 6 月 13 日までを買付期間として公開買付けを実施した結果、パナホーム㈱

に対する当社の持分比率は約 80.1％となりました。 

その後、パナホーム㈱は、2017 年 8 月 31 日開催の臨時株主総会において、株式併合、単元株

式数の定めの廃止及び定款の一部変更について決議しました。当社は、2017 年 10 月 2 日の当

該株式併合及びその後の端数株式の買取りを通じて、同社を完全子会社としました。なお、

パナホーム㈱は、2017 年 9 月 27 日付で、㈱東京証券取引所の上場を廃止しました。 

 

7. 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。  

 

8. 2017 年度第 3 四半期末の連結子会社数は 590 社、持分法適用会社数は 87 社です。 
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        パナソニック㈱ (6752) 2018年 3月期 第 3四半期決算短信 

 

 

セ グ メ ン ト 情 報 

 

(単位：億円) 

  ２０１７年度   ２０１６年度  

2017年 

2017年 

4 

12 

月 

月 

1 

31 

日から 

日まで 
  

2016年 

2016年 

4 

12 

月 

月 

1 

31 

日から 

日まで 

 

売上高 
前年 

同期比 
営業利益 利益率 

前年 

同期比 
売上高 

営業利益 

（△は損失） 
利益率 

  ％  ％ ％   ％ 

ア プ ラ イ ア ン ス 20,164 104 1,033 5.1 104 19,464 994 5.1 

エコソリューションズ 11,740 104 494 4.2 105 11,238 472 4.2 

コ ネ ク テ ィ ッ ド 

ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 
8,124 108 791 9.7 140 7,551 563 7.5 

オートモーティブ＆ 

インダストリアルシステムズ 
20,746 116 622 3.0 85 17,945 731 4.1 

そ の 他 4,191 101 0 0.0 － 4,157 △24 △0.6 

計 64,965 108 2,940 4.5 107 60,355 2,736 4.5 

消 去 ・ 調 整 △5,843 － 227 － － △6,131 21 － 

合    計 59,122 109 3,167 5.4 115 54,224 2,757 5.1 

(注) １. 事業区分の方法 

  ・ 

 

当社の事業を、内部経営管理と同期化させたカンパニー毎のグローバル連結ベースで、セグメント

に区分しております。 

・ 

  

2017 年 4 月 1 日付で、一部の事業をセグメント間で移管しております。2016 年度のセグメント情

報については、2017年度の形態に合わせて組み替えて算出しております。 

 

 ２. 「消去・調整」には、セグメント業績の管理上、特定のセグメントに帰属しない収益・費用や、連結

会計上の調整及びセグメント間の内部取引消去が含まれております。 

   

 ３. 2017 年度よりセグメント名称を「ＡＶＣネットワークス」から「コネクティッドソリューションズ」

に変更しております。 
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２０１８年２月５日 

パナソニック株式会社 

 

 

 

 

 

                                      （単位：億円） 

 

 

第３四半期（１２月３１日に終わる９ヵ月間） 

２０１７年度 ２０１６年度 前年同期比 

 売 上 高  ５９,１２２     ５４,２２４     １０９%  

 

国 内  ２６,８４３     ２６,７０３     １０１%  

海 外  ３２,２７９     ２７,５２１     １１７%  

 営 業 利 益  
３,１６７   

（５.４%） 
 

２,７５７   

（５.１%） 
 １１５%  

 税 引 前 利 益  
３,１３５    

（５.３%） 
 

２,７８５    

（５.１%） 
 １１３%  

 四 半 期 純 利 益  
２,１１９    

（３.６%） 
 

２,１４１    

（３.９%） 
 ９９%  

 
親会社の所有者に帰属する 

四 半 期 純 利 益  
２,００１   

（３.４%） 
 

１,９７５    

（３.６%） 
 １０１%  

 
基 本 的 １ 株 当 た り 
親会社の所有者に帰属する 

四 半 期 純 利 益 
 ８５円８０銭  ８５円０８銭  0円 72銭  

 
希薄化後１株当たり 
親会社の所有者に帰属する 

四 半 期 純 利 益 
 ８５円７５銭  ８５円０５銭  0円 70銭  

(注)１.当社の連結決算は国際財務報告基準（IFRS）に準拠しております。 

  ２.連結対象会社数(親会社および連結子会社) 591社  持分法適用会社数 87社 

  

［お問い合わせ先］コーポレート戦略本部 財務・ＩＲ部  TEL 06-6908-1121 

連 結 決 算 概 要 
２０１７年度 第３四半期 
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